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１．平成19年９月中間期の業績（平成19年４月１日～平成19年９月30日）

(1）経営成績 （％表示は対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 中間（当期）純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年９月中間期 13,211 4.1 142 △47.2 127 △55.7 49 △67.1

18年９月中間期 12,690 2.5 270 △1.7 287 12.5 150 △20.0

19年３月期 25,592  581  613  303  

１株当たり中間
（当期）純利益

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益

円 銭 円 銭

19年９月中間期 3,149 09 3,131 09

18年９月中間期 10,000 56 9,730 70

19年３月期 19,957 27 18,675 64

（参考）持分法投資損益 19年９月中間期 －百万円 18年９月中間期 －百万円 19年３月期 －百万円

(2）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年９月中間期 17,354 3,192 18.4 203,846 32

18年９月中間期 17,631 2,823 16.0 188,252 41

19年３月期 16,470 3,164 19.2 202,061 86

（参考）自己資本 19年９月中間期 3,192百万円 18年９月中間期 2,823百万円 19年３月期 3,164百万円

(3）キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

19年９月中間期 389 △400 201 894

18年９月中間期 93 △454 1,548 2,139

19年３月期 308 △687 131 704

２．配当の状況

（基準日） 中間期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭

19年３月期 750 00 1,250 00 2,000 00

20年３月期 1,000 00 －

20年３月期（予想） － 1,000 00 2,000 00

３．平成20年３月期の業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

（％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 27,436 7.2 657 13.0 632 3.1 315 3.9 20,153 95
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　※平成19年10月26日付「平成20年３月期中間期業績予想および通期業績予想の修正に関するお知らせ」における中間期

業績予想が若干変動したこと等により、通期業績予想につきましては、営業利益を665百万円から657百万円へ、経常

利益を630百万円から632百万円へ、当期純利益を314百万円から315百万円へ修正を行っております。

 

４．その他

(1）中間財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間財務諸表作成のための基本となる重要な

事項の変更に記載されるもの）

①　会計基準等の改正に伴う変更　有

②　①以外の変更　　　　　　　　有

（注）詳細は、19ページ「中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項」及び21ページ「中間財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。

(2）発行済株式数（普通株式）

①　期末発行済株式数（自己株式を含む） 19年９月中間期 15,659株 18年９月中間期 15,000株 19年３月期 15,659株

②　期末自己株式数 19年９月中間期 －株 18年９月中間期 －株 19年３月期 －株

（注）１株当たり中間（当期）純利益の算定の基礎となる株式数については、32ページ「１株当たり情報」をご覧

ください。

※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含ん

でおります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。

なお、上記予想に関する事項は添付資料の３ページを参照して下さい。
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１．経営成績
(1）経営成績に関する分析

　当中間会計期間の国内経済は、企業収益の改善や、輸出のゆるやかな増加により景気が回復基調を続けております。

しかし、雇用の増加は続いているものの賃金は伸び悩んでおり、税負担の増加や株価の反落などもあり消費マインド

は鈍い動きで推移しているため、小売業界は厳しい環境が続いております。ドラッグストア業界では、シェア拡大を

図るため出店やＭ＆Ａが活発化しており、当社の出店エリアである四国３県および広島県でも同様の動きが見られま

す。

　このような状況下、当社としましては部長職への大幅な権限委譲を行い、組織運営における機動性の向上を図って

まいりました。また、現場での販売に関する成功事例の水平展開や業務効率化による店舗配置人員数の削減に取組ん

でまいりました。出店につきましては、愛媛県に２店舗（うち１店舗は移転）、香川県に２店舗（うち１店舗は移転）、

徳島県に１店舗の計５店舗を出店するとともに、既存の南江戸店を調剤併設といたしました。また、愛媛県で１店舗

を閉店いたしました。これにより、売上高は前年同期を上回ったものの、厳しい競合状態のなかでチラシ販促による

集客効果の低下や天候不順の影響等のため特に開店１年未満の新店が計画値を大きく下回ることとなりました。また、

利益率の高い医薬品カテゴリーで花粉症対策の鼻炎薬や水虫薬等の販売不振、健康食品カテゴリーでは高単価商品の

販売が弱含みとなったこと、他社との厳しい競合状態に対応した売価政策を実施したこと等により、営業利益、経常

利益、中間純利益につきましては前年同期に比べ減少することとなりました。

　以上の結果、当中間会計期間における業績は売上高13,211,979千円（前年同期比4.1％増）、営業利益は142,970千

円（前年同期比47.2％減)、経常利益は127,590千円（前年同期比55.7％減）、中間純利益は49,311千円（前年同期比

67.1％減）となりました。

  当中間会計期間における部門別売上高は以下の通りであります。

 
前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

事業部門別 金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 構成比（％）

 

 ドラッグ

 ストアー

 部門

 

 

　医薬品 3,781,976 29.8 3,843,336 29.1 7,534,833 29.4

　化粧品 1,797,820 14.1 1,875,188 14.2 3,579,182 14.0

　雑貨 4,364,610 34.4 4,678,744 35.4 8,923,029 34.9

　食品 1,965,217 15.5 2,011,390 15.2 3,946,087 15.4

　その他 59,294 0.5 52,313 0.4 117,636 0.5

　小計 11,968,919 94.3 12,460,973 94.3 24,100,770 94.2

 調剤部門 721,224 5.7 751,006 5.7 1,491,291 5.8

 合計 12,690,144 100.0 13,211,979 100.0 25,592,061 100.0

 　

　今後の見通しにつきましては、景気は底堅く推移するものの、消費は力強さに欠ける展開のなかで、他社との厳し

い競合状態が続くものと思われます。

　このような環境のなかで、当社としましては、継続的出店、利益商品の販売強化キャンペーン、チラシ販促手法の

見直し、ロイヤルカスタマー向け施策の導入、不採算店舗へのエリア別集客策の導入、人件費を中心とした経費削減

等を実施し、業績の向上を図ってまいります。

　平成20年３月期の業績見通しは、平成19年10月26日付「平成20年３月期中間期業績予想および通期業績予想の修正

に関するお知らせ」における中間期業績予想が若干変動したこと等により、通期業績予想につきましては、売上高が

27,436百万円と修正はありませんが、営業利益を665百万円から657百万円へ、経常利益を630百万円から632百万円へ、

当期純利益を314百万円から315百万円へ修正を行った金額を見込んでおります。
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(2）財政状態に関する分析

  ①当中間会計期間末の資産、負債、純資産に関する分析

　当中間会計期間末における流動資産の残高は、前事業年度末と比較して584,598千円増加の6,186,531千円となりま

した。これは主に、現金及び預金の残高が190,720千円増加の1,074,950千円、たな卸資産の残高が、店舗数の増加等

により286,379千円増加の4,382,004千円になったことによるものであります。

　固定資産の残高は、前事業年度末と比較して299,372千円増加の11,168,121千円となりました。これは主に、新規出

店により建物の残高が90,346千円増加の2,615,109千円となり、また新規設備投資の建設協力金に関する長期貸付金の

残高が161,418千円増加の932,840千円となったことによるであります。

　流動負債の残高は、前事業年度末と比較して261,110千円減少の8,113,867千円となりました。これは主に、買掛金

の残高が584,592千円増加の2,534,370千円となり、一方、短期借入金の残高が890,040千円減少の824,940千円となっ

たことによるものであります。

　固定負債の残高は、前事業年度末と比較して1,117,138千円増加の6,048,756千円となりました。これは主に、長期

借入金の残高が1,123,161千円増加の5,595,007千円となったことによるものであります。

　純資産の残高は、前事業年度末と比較して27,942千円増加の3,192,029千円となりました。これは主に、利益剰余金

の残高が29,737千円増加の1,955,950千円となったことによるものであります。

  ②当中間会計期間に係るキャッシュ・フローの状況に関する分析

　当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前中間会計期間末に比べ1,244,706千円

減少し、当中間会計期間末には894,950千円となりました。　

（営業活動によるキャッシュフロー）

　営業活動の結果得られた資金は389,386千円となり、前中間会計期間に比べ295,920千円増加いたしました。

　これは、主に税引前中間純利益が154,983千円減少し、また、たな卸資産の増加額の増加により資金が238,037千円

減少したものの、仕入債務の増減額が前中間会計期間の175,057千円の減少から590,022千円の増加に転じ、資金が前

中間会計期間に比べ765,079千円増加したことによるものです。

 

（投資活動によるキャッシュフロー）

　投資活動の結果使用した資金は400,414千円となり、前中間会計期間より53,680千円減少いたしました。

　これは、主に前中間会計期間に比べ新規設備投資の建設協力金に関する貸付けによる支出が128,610千円増加したも

のの、定期預金の預入による支出が200,000千円減少したことによるものです。

 

（財務活動によるキャッシュフロー）

　財務活動の結果得られた資金は201,748千円となり、前中間会計期間より1,346,957千円減少いたしました。

　これは、主に前中間会計期間に比べ社債償還による支出が300,000千円減少したものの、社債発行による収入が

1,500,000千円減少したことによるものです。

 

 当社のキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。

平成17年３月期 平成18年３月期 平成19年３月期
平成19年９月

中間期

自己資本比率（％） 11.8 16.8 19.2 18.4

時価ベースの自己資本比率（％） － 115.4 26.0 17.5

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（％） 429,821.1 3,753.5  2,600.3 1,058.6

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 0.0 1.1  1.6  4.3

　　自己資本比率　　　　　　　　　　　　　自己資本／総資産

　　時価ベースの自己資本比率　　　　　　　株式時価総額／総資産

　　キャッシュ・フロー対有利子負債比率　　有利子負債／営業キャッシュ・フロー

             （中間期につきましては、営業キャッシュ・フローを年額に換算するため２倍にしております。）

　　インタレスト・カバレッジ・レシオ　　　営業キャッシュ・フロー／利払い

㈱レデイ薬局（3027）平成 20 年３月期中間決算短信（非連結）

－ 4 －



 

　　※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数により算出しております。

平成17年３月期の時価ベースの自己資本比率につきましては、当社は非上場かつ非登録でありましたので記載して

おりません。

　　※有利子負債は、貸借対照表（中間貸借対照表）に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対

象としております。

　　※営業キャッシュ・フロー及び利払いは、キャッシュ・フロー計算書（中間キャッシュ・フロー計算書）に計上され

ている「営業活動によるキャッシュ・フロー」及び「利息の支払額」を用いております。

(3）利益配分に関する基本方針及び当期の配当

　当社は、株主への安定した配当の継続を最重要課題とし、あわせて経営体質の改善及び継続的な企業成長に対応す

るために内部留保の拡充を図ることを基本方針としております。

  なお、当期における配当につきましては、上記の方針に基づき、当中間期末において１株当たり1,000円、当期末

においては１株当たり1,000円と合計で1株当たり2,000円の利益配当を予定しております。

　内部留保につきましては、相談薬局としての基盤を固め競争力を高めながら多店舗展開を実施していくために、適

切な配分を行ってまいります。

(4）事業等のリスク

１．競合と出店の状況について

　当社は平成19年９月30日現在、大衆薬、化粧品、日用生活商品等を取扱う薬局・薬店「ドラッグストアー」86

店舗（うち調剤併設店６店）を運営しております。さらに、医師の処方箋に基づいて調剤を行う調剤専門店８店

舗（ドラッグストアー及び専門店の併設店を除く）を運営しております。

　出店地域は瀬戸内圏内であり、平成19年９月30日現在、愛媛県54店（うち調剤専門店７店・調剤併設４店）、

香川県27店（うち調剤専門店１店・調剤併設２店）、徳島県４店、広島県９店を展開しております。

　ここ数年、当社はドラッグストアーを中心とした出店を行うことで業容の拡大を図っております。今後とも同

様に店舗数の拡大等を図っていく方針でありますが、ドラッグストアー業界では、同業他社の積極的な出店によ

る競合に加え、スーパーマーケットやコンビニエンスストアなど他業種との競合も激化しており、来店客数の減

少、売上単価の低下などにより当社業績に影響を及ぼす可能性があります。なお、調剤店舗においては、競合に

加えて、近隣の医療機関の移転や廃業により業績が悪化する可能性があります。

　また、同業他社及び他業種の積極的な出店による不動産物件の獲得競争の激化により賃料等が高騰しておりま

す。このような状況の中、当社の新規出店の選定において、出店基準に合致する物件がなければ出店予定数を変

更することもあるため、当社の業績拡大や業績見通しに影響を及ぼす可能性があります。

　さらに、他社との競合激化により業績が悪化し退店する場合や、賃借先の経営不振により店舗営業の継続が困

難となり、差入保証金や敷金の返還に支障が生じるような場合には、当社の事業計画や業績に影響を及ぼす可能

性があります。
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２．特有の法的規制等が及ぼす影響について

(1）「薬事法」等による規制について

①　「薬事法」等による許可、登録、届出の種類等について

　当社は、「薬事法」上の医薬品等の販売をするにあたり、その内容により各都道府県の許可、指定、免許、

登録または届出を必要としております。ただし、店舗の所在地が地域保健法の政令で定める市または特別区の

区域にある場合は、市長または区長の許可を必要としております。また、その他毒物劇物や農薬等の販売につ

いてもそれぞれの関係法令に基づく指定、届出及び登録を必要としており、これらの法令の改正等により店舗

の営業等に影響を及ぼすことがあります。

　その内容は、以下のとおりであります。

許可、登録、届出の種類 有効期間 関連する法律 登録等の交付者

医薬品販売業許可 ６年 薬事法 各都道府県知事又は所轄保健所長

毒物劇物一般販売業登録 ６年 毒物及び劇物取締法 各都道府県知事又は所轄保健所長

薬局開設許可 ６年 薬事法 各都道府県知事又は所轄保健所長

保険薬局指定 ６年 健康保険法 各都道府県社会保険事務局長

麻薬小売業者指定 ２年 麻薬及び向精神薬取締法 各都道府県知事

動物用医薬品一般販売業許

可
６年 薬事法 各都道府県知事

農薬販売届 無期限 農薬取締法 各都道府県知事

②　薬事法に規定される「医薬品の販売業」の許可について

　医薬品等の販売を行うには、薬事法第５条に規定される「薬局」または同法第25条に規定される「医薬品の

販売業」の許可を受けた者であることが必要とされます。このうち、当社は薬局開設者または一般販売業許可

を得て事業を展開しております。また、許認可等の交付者である各都道府県または所轄保健所によりこれらの

遵守状況についての指導・監督を受けており、これらの法令の改正等により店舗の営業等に影響を及ぼすこと

があります。

　「医薬品の販売業」については同法第25条において、次の４つの許可に分類されます。

イ．一般販売業　　　店舗ごとに薬剤師の配置が義務づけられており、すべての医薬品を販売することができ

ます。

ロ．薬種商販売業　　一定の要件を充足する者に対して店舗ごとに与えられる許可であり、厚生労働大臣の指

定する医薬品以外の医薬品を販売することができます。

ハ．配置販売業　　　厚生労働大臣の定める基準に従い都道府県知事が指定した配置の方法により、医薬品の

販売を行うことができます。

ニ．特例販売業　　　当該地域において薬局及び医薬品販売等の普及が十分でない場合、そのほか特に必要が

ある場合に店舗ごとにその店舗の所在地の都道府県知事が指定した医薬品の販売を行う

ことができます。

(2）薬剤師の確保について

　当社は、薬局・薬店（ドラッグストアーを含む）を営んでいるため、「薬事法」により薬剤師の配置が義務付

けられており、店舗毎に薬剤師の配置を行っております。

　在籍薬剤師の人数は新規出店の重要な制約条件となり、ドラッグストアー業界では、同業他社の積極的な出店

により、薬剤師の採用に関しても同業他社との競争が激しくなることが予想され、また薬剤師確保にかかる採用

費等の高騰も予想されます。出店に必要な薬剤師が確保できない場合、当社の出店計画に影響を与える可能性が

あり、薬剤師が確保された場合においても人件費の高騰が続いた場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。

　なお、平成19年９月30日現在、当社における有資格者数は薬剤師170名であります。今後の店舗展開を継続して

いくためにも、引き続き薬剤師確保に注力してまいります。
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(3）医薬品の販売における規制緩和について

　医薬品の販売については、平成10年３月12日に中央薬事審議会（厚生労働大臣の諮問機関）の医薬品販売規制

特別部会が、用量、効能に制限を加える等の所要の処置を講じることを前提として、「胃腸薬」、「外皮用殺菌

消毒剤」、「ビタミン含有保健剤」、「総合代謝性製剤」等の15薬効群を医薬部外品に移行することを可能とし、

一般小売店での販売の規制緩和を容認する旨の報告書を中央薬事審議会の常任部会に提出いたしました。これを

受けて「ビタミン含有保健剤」や「総合代謝性製剤」の一部については、平成11年３月31日よりスーパーやコン

ビニ等の一般小売店での販売が始まっております。

　また、内閣府の総合規制改革会議は、平成14年12月12日の「規制改革の推進に関する第２次答申」の中で、「今

後とも、一定の基準に合致し、かつ保健衛生上比較的危険が少ない等の専門家の評価を受けた医薬品については、

一般小売店において販売できるよう、平成14年度中に専門家による検討を開始し、平成15年度を目途に結論を得

るようにするべきである」との見解を示しております。その後、内閣府の経済財政諮問会議は「経済財政運営と

構造改革に関する基本方針」の原案をまとめ、平成15年６月18日に「安全上特に問題がないとの結論に至った医

薬品すべてについて、薬局・薬店に限らず販売できるようにする」との方向性を示し、これを受けて平成15年12

月18日に厚生労働省の検討会は、約350品目の医薬品について一般小売店での販売を認める旨の報告書をまとめて

おります。その後も、平成16年７月30日から自由化品目に「胃腸薬（健胃薬）」、「外皮用殺菌消毒薬」等が追

加されております。

　当社は、医薬品販売業許可、薬局開設許可及び保険薬局指定等の許可を受けて営業しており、今後、上記の医

薬品販売規制が緩和された場合、他業種等の参入が容易となり、競争が激化し当社の業績に影響を及ぼす可能性

があります。

(4）出店に関する規制について

　「大規模小売店舗立地法」（以下、「大店立地法」という）においては、売場面積が1,000㎡を超える新規出店

及び既存店の変更について、都道府県知事（政令指定都市においては市長）に届出が義務付けられており、騒音、

交通渋滞及びごみ処理等地域の生活環境への配慮が審査事項となります。

　当社においては、平成19年３月31日現在、「大店立地法」の規制を受けて出店している店舗は６店舗あります

が、今後、売場面積が1,000㎡を超える店舗を出店する場合及び複合店舗（２社以上で同一敷地に合計1,000㎡以

上の売場）で出店する場合には、当該規制を受けることにより当社の出店政策に影響を及ぼす可能性があります。

３．調剤過誤について

　厚生労働省の医薬分業政策により、医薬分業が進展するとともに処方箋の応需枚数が増加しております。当社に

おいては、薬剤師の技術向上、医薬品の知識充実に積極的に取り組んでおります。

　当社では、社内の調剤部会において、調剤過誤が発生しないよう改善及び検討を行っております。今後の調剤過

誤を防止すべく交差鑑査体制（一人が処方箋に基づき調剤作業を実施し、別人が調剤鑑査を実施する体制）の強化

及び散薬鑑査システム（粉薬の調剤を実施する際、過誤の無いよう確認する機器）を全調剤薬局に設置し、調剤及

び交差鑑査の記録を残す体制を取っております。また、万一に備え、当社の全店舗において「薬剤師賠償責任保険」

に加入しております。

　しかしながら、今後、調剤薬の欠陥あるいは調剤過誤が発生し、それを原因として訴訟を受けた場合や訴訟に至

らなくとも当社の社会的信用を損なうこととなった場合には、当社の業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。
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４．有利子負債における財務制限条項について

　当社が平成17年５月25日付で合意した株式会社みずほ銀行をエージェントとする貸付限度額1,300,000千円のシン

ジケートローン及び平成19年６月25日付で合意した株式会社みずほ銀行をエージェントとする貸付限度額3,000,000

千円のシンジケートローンにおいて、一定の財務制限条項が付されております。前者の財務制限条項は、①貸借対

照表の資本の部の金額を平成16年３月決算期末における貸借対照表の資本の部の金額の75％及び直前の決算期末日

における貸借対照表の資本の部の金額の75％のいずれか高いほうの金額以上に維持すること、②損益計算書上の経

常損益につき、２期連続して損失を計上しないこと、の２項となっております。後者の財務制限条項は、①貸借対

照表の純資産の部の金額を平成18年３月決算期末における貸借対照表の資本の部の金額の75％及び直前の決算期末

日における貸借対照表の資本の部の金額または純資産の部の金額の75％のいずれか高いほうの金額以上に維持する

こと、②損益計算書上の経常損益につき、２期連続して損失を計上しないこと、の２項となっております。当該条

項に抵触した場合には期限の利益を喪失し、一括返済する契約となっております。その場合、当社は速やかに代替

の借入を行う必要がありますが、代替の資金調達ができなかった場合には当社の事業継続に影響を及ぼす可能性が

あります。また、代替の資金調達ができたとしても、それまでと異なる調達条件となった場合には、当社のその後

の業績に影響を及ぼす可能性があります。

５．役員との重要な取引関係

　当社は一部の店舗等の賃貸借契約について、平成19年９月30日現在、代表取締役社長三橋信也の連帯保証を受け

ております。なお、連帯保証に伴う保証料は支払っておりません。

　これらの賃料月額総額は10,795千円であり、毎月末に翌月分を前払いで支払う契約となっているため、月末なら

びに中間会計期間末での債務保証残高はありません。

　今後は、賃貸先との交渉により当該連帯保証を解消していく方針であります。
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２．企業集団の状況

　当社は、医薬品、化粧品、日用雑貨品等の販売及び薬局の経営を主たる事業とする小売業であります。当社には、企

業集団を構成する関係会社がなく、また、当社との間で継続的に密接な事業上の関係がある関連当事者もないため、該

当事項はありません。
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３．経営方針
(1）会社の経営の基本方針

 　当社は、経営理念を「当社の取り扱い商品やサービスを通して、『治療と予防』を核とし、お客様に『喜びと感動

と安心』を提供します。」としており、「治す」ということを基本コンセプトに企業価値の向上を図っていきます。

　当社では、医薬品に限らず、化粧品、日用雑貨、健康食品等も「治す」という性質をもった機能改善型商品と位置

付けており、これらの販売には相談が必要不可欠と考えます。また、ドラッグストアー部門だけではなく調剤部門も

拡充し、「相談できる『治す』薬局」の拡大に挑戦を続けてまいります。当社が目指しているのは、地域のお客様が

病気の予防や治療のため、生活全般の健康管理について、どこよりも気軽に、身近に、信頼できるような、健康相談

窓口として正しい医薬品等の情報提供ができる薬局であります。

(2）目標とする経営指標

　当社は、当面の目標を売上高300億円と設定するとともに、資本効率を上げながら売上高経常利益率3.0％の達成を

目指してまいります。

(3）中長期的な会社の経営戦略

　他社との強まる競争状況を勝ち進むために、店舗での相談実施の強化を図ってまいります。そのためには、社員の

相談能力の向上、社員の意識向上及び店舗オペレーションの改善による相談能力の発揮、相談に裏打ちされた競争力

を背景とした多店舗展開を実施してまいります。

(4）会社の対処すべき課題

①人材確保・組織体制等

　会社の将来性を決定する要因は最終的には社員のレベルに帰着することになります。そのために、薬剤師を中心と

した人材確保、教育や指導による個々の能力向上、能力発揮による生産性の向上が重要であると考えております。ま

た、多様化する環境変化を迅速に把握し、これを経営に反映させる柔軟な組織体制が必要であると考えます。

②調剤過誤等の防止

　医療費の高騰を抑制するために政府の奨励している医薬分業は、現在の分業率が今後も増加し調剤薬局の役割は大

きなものになると考えられます。

　当社の調剤薬局では、増加する処方箋処理に対応し、迅速な処方箋処理を行ってまいりますが、正確で間違いの無

い処方箋処理を実施することに関し、人的ミスを防止する方法として最新の散薬鑑査システムの導入、二重鑑査・

日々の在庫確認実施、防止策マニュアルの徹底等の策を講じておりますが、これら防止策のレベルアップを順次行っ

ていくことに加えて、複雑化する処方箋処理に対応できる人材への教育・指導の強化が必要であると考えております。

(5）その他、会社の経営上重要な事項

 平成19年９月25日付にてプレス・リリースしております「資本・業務提携に関するお知らせ」のとおり、株式会社

フジと資本・業務提携に係る契約を締結しております。
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４．中間財務諸表
(1）中間貸借対照表

  
前中間会計期間末

（平成18年９月30日）
当中間会計期間末

（平成19年９月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及び預金 ※２ 2,519,656   1,074,950   884,229   

２．売掛金  151,855   247,674   182,069   

３．たな卸資産  3,943,308   4,382,004   4,095,625   

４ ．その他  470,835   481,901   440,008   

流動資産合計   7,085,655 40.2  6,186,531 35.6  5,601,933 34.0

Ⅱ　固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

(1）建物 ※２ 2,512,697   2,615,109   2,524,763   

(2）土地 ※２ 5,797,615   5,792,185   5,792,185   

(3）その他  343,397   341,013   337,100   

有形固定資産
合計

 8,653,710   8,748,308   8,654,049   

２．無形固定資産  29,046   36,359   29,430   

３．投資その他の
資産

          

  (1)長期貸付金  －   932,840   771,421   

  (2)差入敷金保証
 金

 －   880,765   897,468   

  (3)その他  1,862,989   569,846   516,379   

 　 投資その他の
資産合計

 1,862,989   2,383,452   2,185,269   

固定資産合計   10,545,746 59.8  11,168,121 64.4  10,868,749 66.0

資産合計   17,631,402 100.0  17,354,653 100.0  16,470,682 100.0
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前中間会計期間末

（平成18年９月30日）
当中間会計期間末

（平成19年９月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１．支払手形  2,327,720   2,291,500   2,286,071   

２．買掛金  1,860,854   2,534,370   1,949,778   

３．短期借入金  726,600   824,940   1,714,980   

４．１年内返済予定長
期借入金

 1,886,705   1,724,332   1,721,131   

５．１年内償還予定社
債

 30,000   30,000   30,000   

６．賞与引当金  96,344   96,686   82,612   

７．その他  515,451   612,037   590,401   

流動負債合計   7,443,676 42.2  8,113,867 46.7  8,374,978 50.9

Ⅱ　固定負債           

１．社債  100,000   70,000   85,000   

２．転換社債型新株予
約権付社債

 1,500,000   －   －   

３．長期借入金  5,384,992   5,595,007   4,471,845   

４．退職給付引当金  205,387   194,930   198,791   

５．役員退職慰労
引当金

 12,597   13,027   13,027   

６．その他  160,962   175,791   162,953   

固定負債合計   7,363,939 41.8  6,048,756 34.9  4,931,617 29.9

負債合計   14,807,615 84.0  14,162,623 81.6  13,306,595 80.8

           

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本           

　１. 資本金   473,250 2.7  573,141 3.3  573,141 3.4

　２. 資本剰余金           

資本準備金  556,325   656,216   656,216   

資本剰余金合計   556,325 3.2  656,216 3.8  656,216 4.0

　３. 利益剰余金           

（1）利益準備金  16,875   16,875   16,875   

（2）その他利益
 剰余金

          

    特別償却準備金  3,357   2,201   2,586   

  別途積立金  1,602,000   1,877,000   1,602,000   

　  繰越利益剰余金  161,628   59,874   304,751   

利益剰余金合計   1,783,861 10.1  1,955,950 11.3  1,926,212 11.7

    株主資本合計   2,813,436 16.0  3,185,309 18.4  3,155,571 19.1

Ⅱ 評価・換算差額等           

　　その他有価証券
評価差額金

  10,350 0.0  6,720 0.0  8,515 0.1

 　　　評価・換算
　 差額等合計

  10,350 0.0  6,720 0.0  8,515 0.1

純資産合計   2,823,786 16.0  3,192,029 18.4  3,164,086 19.2

負債純資産合計   17,631,402 100.0  17,354,653 100.0  16,470,682 100.0
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(2）中間損益計算書

  
前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   12,690,144 100.0  13,211,979 100.0  25,592,061 100.0

Ⅱ　売上原価   9,414,906 74.2  9,851,394 74.6  18,937,026 74.0

売上総利益   3,275,237 25.8  3,360,584 25.4  6,655,034 26.0

Ⅲ　販売費及び一般
管理費

  3,004,485 23.7  3,217,614 24.3  6,073,398 23.7

営業利益   270,752 2.1  142,970 1.1  581,636 2.3

Ⅳ　営業外収益 ※１  132,071 1.1  146,671 1.1  255,574 1.0

Ⅴ　営業外費用 ※２  115,009 0.9  162,050 1.2  223,988 0.9

経常利益   287,814 2.3  127,590 1.0  613,222 2.4

Ⅵ　特別利益   1,790 0.0  48 0.0  1,790 0.0

Ⅶ　特別損失 ※３,４  26,241 0.2  19,259 0.2  50,519 0.2

税引前中間
（当期）純利益

  263,362 2.1  108,379 0.8  564,492 2.2

法人税、住民税及
び事業税

 110,949   74,714   234,496   

法人税等調整額  2,405 113,354 0.9 △15,647 59,067 0.4 26,386 260,882 1.0

中間（当期）
純利益

  150,008 1.2  49,311 0.4  303,610 1.2
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(3）中間株主資本等変動計算書

　前中間会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本
合計 資本

準備金 

資本
剰余金
合計 

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計 

特別償却
準備金

別途 
積立金 

繰越利益
剰余金

 平成18年３月31日　残高

　　　　　 　 （千円)
473,250 556,325 556,325 16,875 4,128 1,302,000 333,349 1,656,352 2,685,927

中間会計期間中の変動額

利益処分による特別償却

準備金の取崩
    △770  770 － －

利益処分による別途積立

金の積立
     300,000 △300,000 － －

利益処分による剰余金の

配当
      △22,500 △22,500 △22,500

中間純利益       150,008 150,008 150,008

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額）

         

 中間会計期間中の変動額合

計　　　　（千円）
－ － － － △770 300,000 △171,720 127,508 127,508

 平成18年９月30日　残高

　　　　　　（千円）
473,250 556,325 556,325 16,875 3,357 1,602,000 161,628 1,783,861 2,813,436

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算差
額等合計

 平成18年３月31日　残高

　　　　　　　（千円）
15,359 15,359 2,701,287

 中間会計期間中の変動額

利益処分による特別償却

準備金の取崩
  －

利益処分による別途積立

金の積立
  －

利益処分による剰余金の

配当
  △22,500

中間純利益   150,008

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額）

△5,009 △5,009 △5,009

 中間会計期間中の変動額　

合計　　　　 （千円）
△5,009 △5,009 122,498

 平成18年９月30日　残高

　　　　　　　（千円）
10,350 10,350 2,823,786
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　当中間会計期間（自平成19年４月１日　至平成19年９月30日）

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本
合計 資本

準備金 

資本
剰余金
合計 

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計 

特別償却
準備金

別途 
積立金 

繰越利益
剰余金

 平成19年3月31日　残高

　　　　　　　（千円）
573,141 656,216 656,216 16,875 2,586 1,602,000 304,751 1,926,212 3,155,571

中間会計期間中の変動額

特別償却準備金の取崩     △385  385 － －

別途積立金の積立      275,000 △275,000 － －

剰余金の配当       △19,573 △19,573 △19,573

中間純利益       49,311 49,311 49,311

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額）

         

 中間会計期間中の変動額合

計　　　  （千円）
－ － － － △385 275,000 △244,876 29,737 29,737

 平成19年9月30日　残高

　　　　　　（千円）
573,141 656,216 656,216 16,875 2,201 1,877,000 59,874 1,955,950 3,185,309

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算差
額等合計

 平成19年3月31日　残高

　　　　　　　（千円）
8,515 8,515 3,164,086

中間会計期間中の変動額

特別償却準備金の取崩   －

別途積立金の積立   －

剰余金の配当   △19,573

中間純利益   49,311

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額）

△1,795 △1,795 △1,795

 中間会計期間中の変動額　

合計　　　　 （千円）　
△1,795 △1,795 27,942

 平成19年9月30日　残高

　　　　　　　（千円）
6,720 6,720 3,192,029
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　前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本
合計 資本

準備金 

資本
剰余金
合計 

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計 

特別償却
準備金

別途 
積立金 

繰越利益
剰余金

 平成18年３月31日　残高

　　　　　 　 （千円)
473,250 556,325 556,325 16,875 4,128 1,302,000 333,349 1,656,352 2,685,927

事業年度中の変動額

新株の発行 99,891 99,891 99,891      199,783

特別償却準備金の取崩

（注）
    △770  770 － －

特別償却準備金の取崩     △770  770 － －

別途積立金の積立（注）      300,000 △300,000 － －

剰余金の配当（注）       △22,500 △22,500 △22,500

剰余金の配当       △11,250 △11,250 △11,250

当期純利益       303,610 303,610 303,610

株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額（純

額）

         

 事業年度中の変動額合計

（千円）
99,891 99,891 99,891 － △1,541 300,000 △28,598 269,860 469,643

 平成19年３月31日　残高

　　　　　　（千円）
573,141 656,216 656,216 16,875 2,586 1,602,000 304,751 1,926,212 3,155,571

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算差
額等合計

 平成18年３月31日　残高

　　　　　　　（千円）
15,359 15,359 2,701,287

 事業年度中の変動額

新株の発行   199,783

特別償却準備金の取崩

（注）
  －

特別償却準備金の取崩   －

別途積立金の積立

（注） 
  －

剰余金の配当（注）   △22,500

剰余金の配当   △11,250

当期純利益   303,610

株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額（純

額）

△6,844 △6,844 △6,844

 事業年度中の変動額合計

（千円）
△6,844 △6,844 462,799

 平成19年３月31日　残高

　　　　　　　（千円）
8,515 8,515 3,164,086

 　 （注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 　
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(4）中間キャッシュ・フロー計算書

  
前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度の要約キャッシュ・
フロー計算書

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッ
シュ・フロー

    

税引前中間（当期）
純利益

 263,362 108,379 564,492

減価償却費  124,519 128,443 258,710

賞与引当金の増減額
（△は減少額）

 2,912 14,073 △10,819

有価証券評価損  7,188 163 7,238

退職給付引当金の減
少額

 △4,021 △3,860 △10,617

役員退職慰労引当金
の増加額

 467 － 897

投資有価証券売却益  △1,460 △48 △1,460

受取利息及び受取配
当金

 △9,245 △9,460 △18,257

支払利息  97,720 93,434 189,661

器具備品受贈益  △3,734 △16,156 △18,551

有形固定資産除却損  17,410 2,658 17,831

減損損失  1,643 16,423 12,450

売上債権の増減額
（△は増加額）

 9,932 △65,605 △20,281

未収入金の減少額  17,119 8,872 11,503

たな卸資産の増加額  △47,168 △285,206 △201,151

仕入債務の増減額
（△は減少額）

 △175,057 590,022 △127,783

その他  64,987 42,068 127,202

小計  366,575 624,201 781,065

利息及び配当金の受
取額

 2,560 1,594 4,945

利息の支払額  △102,903 △90,859 △194,111

法人税等の支払額  △172,766 △145,549 △283,359

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

 93,466 389,386 308,540
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前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度の要約キャッシュ・
フロー計算書

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッ
シュ・フロー

    

定期預金の預入によ
る支出

 △200,000 － △200,000

定期預金の払出によ
る収入

 － － 200,000

有形固定資産の取得
による支出

 △118,826 △219,365 △248,817

投資有価証券の取得
による支出

 △903 △304 △46,319

投資有価証券の売却
による収入

 2,952 238 2,952

貸付けによる支出  △90,750 △219,360 △170,750

貸付金の回収による
収入

 25,044 32,419 52,005

差入敷金保証金の増
加による支出

 △65,843 △166,279 △270,280

差入敷金保証金の減
少による収入

 △1,114 168,768 1,934

その他  △4,654 3,468 △7,914

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

 △454,095 △400,414 △687,190

Ⅲ　財務活動によるキャッ
シュ・フロー

    

短期借入れによる収
入

 800,000 2,600,000 2,230,000

短期借入金の返済に
よる支出

 △1,335,640 △3,490,040 △1,777,260

長期借入れによる収
入

 1,750,000 2,050,000 1,800,000

長期借入金の返済に
よる支出

 △828,752 △923,637 △1,957,473

社債の発行による収
入

 1,500,000 － 1,500,000

社債の償還による支
出

 △315,000 △15,000 △1,630,216

配当金の支払額  △21,901 △19,573 △33,750

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

 1,548,706 201,748 131,300

Ⅳ　現金及び現金同等物の
増加額

 1,188,077 190,720 △247,349

Ⅴ　現金及び現金同等物の
期首残高

 951,578 704,229 951,578

Ⅵ　現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高

 2,139,656 894,950 704,229
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

(1）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

  中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

　移動平均法による原価法

 

(1）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 

 

  

時価のないもの

同左

（1）有価証券

　その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価額等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）

時価のないもの

同左

 

 (2）デリバティブ

時価法

(2）デリバティブ

　同左

（2）デリバティブ

　同左

 (3）たな卸資産

商品

　移動平均法による原価法

(3）たな卸資産

商品

　同左

（3）たな卸資産

商品

　同左

２．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

定率法

　ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除

く）については、定額法

　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物７～47年

(1）有形固定資産

定率法

　ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除

く）については、定額法

　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物７～47年

（1）有形固定資産

定率法

 ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除

く）については、定額法

 　なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

建物７～47年

  

 

 

 

 

(会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当中間

会計期間より、平成19年4月1日以

降に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減

価償却の方法に変更しておりま

す。

　これによる損益に与える影響は

軽微であります。

（追加情報）

　法人税法改正に伴い、平成19年

3月31日以前に取得した資産につ

いては、改正前の法人税法に基づ

く減価償却の方法の適用により取

得価額の5％に到達した事業年度

の翌事業年度より、取得価額の

5％相当額と備忘価額との差額を

5年間にわたり均等償却しており

ます。

　これによる損益に与える影響は

軽微であります。

 

 

 

 

 

 

 

 (2）無形固定資産

定額法

　自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。

(2）無形固定資産

  同左

 

（2）無形固定資産

  同左

　

 

 (3）長期前払費用

定額法

(3）長期前払費用

  同左

（3）長期前払費用

　  同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

３．引当金の計上基準 (1）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てるた

め、支給見込額のうち当中間会計

期間負担額を計上しております。

(1）賞与引当金

　同左

(1）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てるた

め、支給見込額のうち当事業年度

負担額を計上しております。

 (2）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末に発生している

と認められる額を計上しておりま

す。

　会計基準変更時差異（69,009千

円）については、10年による均等

額を費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（７年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することにしてお

ります。

(2）退職給付引当金

　同左

　

　

(2）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

当事業年度末に発生していると認

められる額を計上しております。

　会計基準変更時差異（69,009千

円）については、10年による均等

額を費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（７年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することにしてお

ります。

 (3）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく中間会計期

間末要支給額を計上しております。

(3）役員退職慰労引当金

　同左

(3）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。

  なお、平成19年3月19日開催の

取締役会において、役員退職慰

労金制度を平成19年6月27日開催

の定時株主総会の終結の時を

もって廃止することを決議して

おります。平成19年3月31日まで

の在任期間に応じた役員退職慰

労金については対象役員の退任

時に支給することとし、同株主

総会において決議されておりま

す。

４．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

　  同左 　  同左

 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資から

なっております。

　  同左 　  同左

 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

　仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺の上、流動負債の「その他」に

含めて表示しております。

 

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

　仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺の上、流動資産の「その他」に

含めて表示しております。

 

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準）

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第5号　平成17年12月9日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号

　平成17年12月9日）を適用しております。

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は2,823,786千円であります。

 なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。

 

 

 

　（貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準）

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

5号　平成17年12月9日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第8号　平成

17年12月9日）を適用しております。従来の

資本の部の合計に相当する金額は3,164,086

千円であり、この適用による増減はありませ

ん。

　なお、財務諸表等規則の改正により当事業

年度における貸借対照表の純資産の部につい

ては、改正後の財務諸表等規則により作成し

ております。

 

 

 

 

 

　賃貸物件にかかる地代家賃等は、従来販売

費及び一般管理費に含めて計上しておりまし

たが、賃貸収入の重要性が高まってきたこと

から、当該収益に対応する費用をより適正に

表示するため、当中間会計期間より営業外費

用に含めて表示することとしております。

　この方法により、従来の方法によった場合

と比べ営業利益が34,032千円増加しておりま

すが、経常利益及び税引前中間純利益に与え

る影響はありません。

 

 

 

 

 

　表示方法の変更

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

 

 

 

 

（中間貸借対照表）

　「長期貸付金」及び「差入敷金保証金」は、

前中間会計期間末まで投資その他の資産とし

て一括表示しておりましたが、当中間会計期

間末においてそれぞれ資産の総額の100分の

5を超えたため 区分掲記しております。

　なお、前中間会計期間末の「長期貸付金」

の金額は725,308千円、「差入敷金保証金」

の金額は668,337千円であります。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間会計期間末
（平成19年９月30日）

前事業年度末
（平成19年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額

 1,970,568千円  2,202,052千円  2,102,223千円

※２．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産

※２．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産

※２．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産

定期預金 180,000千円

建物 1,196,003千円

土地 4,793,495千円

計 6,169,499千円

定期預金 180,000千円

建物 1,103,650千円

土地 4,788,217千円

計 6,071,867千円

定期預金 180,000千円

建物 1,133,019千円

土地 4,788,217千円

計 6,101,236千円

担保付債務 担保付債務 担保付債務

短期借入金 460,000千円

１年内返済予定

長期借入金
1,462,960千円

長期借入金 3,822,585千円

計 5,745,545千円

短期借入金 250,000千円

１年内返済予定

長期借入金
1,226,163千円

長期借入金 2,862,433千円

計 4,338,596千円

短期借入金 1,000,000千円

１年内返済予定

長期借入金
1,219,306千円

長期借入金 3,066,044千円

計 5,285,350千円
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの

賃貸収入 60,194千円 賃貸収入 65,767千円 賃貸収入 122,218千円

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの

支払利息 97,720千円 支払利息 93,434千円 支払利息 189,661千円

※３．　　　　　― ※３．特別損失のうち主要なもの ※３．特別損失のうち主要なもの

 減損損失 16,423千円

 

固定資産除却損 17,831千円

減損損失  12,450千円

 

※４．　　　　　―

 

 

 

※４. 減損損失 

　当中間会計期間において、以下の資産

グループについて減損損失を計上いたし

ました。 

（単位：千円）

用途 種類 場所 減損損失 

賃貸用資産 建物、器具

備品 

愛媛県 16,423 

 合　　計 16,423 

 

　当社は、資産を用途により事業用資産、賃

貸用資産及び遊休資産に区分し、事業用資産

は店舗単位、賃貸用資産及び遊休資産は個別

の物件毎にグルーピングしております。その

結果、賃貸用資産は収益性の悪化により帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失として特別損失に計上しておりま

す。

　なお、賃貸用資産の回収可能価額は、使用

価値により測定しており、将来キャッシュフ

ローを3.9％で割り引いて算定しております。

 

※４. 減損損失  

　当事業年度において、以下の資産グルー

プについて減損損失を計上いたしました。 

（単位：千円）

用途 種類 場所 減損損失 

事業用資産 建物、器具

備品、リー

ス資産 

愛媛県  3,240 

賃貸用資産 建物、器具

備品 

愛媛県 2,287 

賃貸用資産 土地 愛媛県 5,278 

遊休資産 土地 愛媛県 1,643 

 合　　計 12,450 

  

　当社は、資産を用途により事業用資産、貸貸

用資産及び遊休資産に区分し、事業用資産は店

舗単位、賃貸用資産及び遊休資産は個別の物件

毎にグルーピングしております。その結果、事

業用資産は収益性の悪化、賃貸用資産及び遊休

資産は地価の下落により帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失として特

別損失に計上しております。

　なお、事業用資産及び賃貸用資産の回収可能

価額は、使用価値により測定しており、将来

キャッシュフローを3.9％で割り引いて算定し

ております。また、遊休資産の回収可能価額は

不動産鑑定士による評価価額等をもとに正味売

却価額により測定しております。

　５. 減価償却実施額 　５. 減価償却実施額 　５. 減価償却実施額 

有形固定資産 122,943千円

無形固定資産 127千円

有形固定資産 126,175千円

無形固定資産 179千円

有形固定資産 255,247千円

無形固定資産 264千円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　平成18年4月1日　至　平成18年9月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数
（株）

当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末株
式数（株）

発行済株式

普通株式 15,000 － － 15,000

合計 15,000 － － 15,000

自己株式

普通株式 － － － －

合計 － － － －

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当中間会計
期間末残高
（千円）

前事業年度
末

当中間会計
期間増加

当中間会計
期間減少

当中間会計
期間末

提出会社 平成13年新株引受権 普通株式 290 － － 290 －

平成15年新株予約権 普通株式 300 － － 300 －

合計 － 590 － － 590 －

３．配当に関する事項

（1）配当金支払額

　　 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年6月29日

定時株主総会
  普通株式 22,500 1,500 平成18年3月31日 平成18年6月29日

（2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの

    （決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成18年11月14日

取締役会
 普通株式 11,250 利益剰余金 750 平成18年9月30日 平成18年12月11日
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当中間会計期間（自　平成19年4月1日　至　平成19年9月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数
（株）

当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末株
式数（株）

発行済株式

普通株式 15,659 － － 15,659

合計 15,659 － － 15,659

自己株式

普通株式 － － － －

合計 － － － －

２．配当に関する事項

（1）配当金支払額

　　 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年6月27日

定時株主総会
  普通株式 19,573 1,250 平成19年3月31日 平成19年6月28日

（2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの

    （決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年11月15日

取締役会
 普通株式 15,659 利益剰余金 1,000 平成19年9月30日 平成19年12月10日
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前事業年度（自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数
（株）

当事業年度増加株式
数（株）

当事業年度減少株式
数（株）

当事業年度末株式数
（株）

発行済株式

普通株式 15,000 659 － 15,659

合計 15,000 659 － 15,659

自己株式

普通株式 － － － －

合計 － － － －

２．配当に関する事項

（1）配当金支払額

　　 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年6月29日

定時株主総会
  普通株式 22,500 1,500 平成18年3月31日 平成18年6月29日

平成18年11月14日

取締役会
  普通株式 11,250 750  平成18年9月30日  平成18年12月11日 

（2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

    （決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年6月27日

取締役会
 普通株式 19,573 利益剰余金 1,250 平成19年3月31日 平成19年6月28日
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（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

現金及び現金同等物の中間会計期間末残高と

中間貸借対照表に掲載されている科目の金額

との関係

現金及び現金同等物の中間会計期間末残高と

中間貸借対照表に掲載されている科目の金額

との関係

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表

に掲載されている科目の金額との関係

（平成18年９月30日現在）

（千円）

（平成19年９月30日現在）

（千円）

（平成19年３月31日現在）

（千円）

現金及び預金勘定 2,519,656 

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金
△380,000

現金及び現金同等物 2,139,656 

現金及び預金勘定 1,074,950 

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金
△180,000

現金及び現金同等物 894,950 

現金及び預金勘定   884,229

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金
△180,000 

現金及び現金同等物 704,229 
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（リース取引関係）

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

減損損失
累計額相
当額
（千円）

中間期末
残高相当
額
（千円）

車両運搬
具

3,210 160 － 3,049

器具備品 967,153 492,356 21,306 453,489

ソフト
ウェア

62,938 30,719 － 32,219

合計 1,033,302 523,236 21,306 488,758

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

減損損失
累計額相
当額
（千円）

中間期末
残高相当
額
（千円）

車両運搬
具

3,210 802 － 2,407

器具備品 1,130,932 490,677 13,080 627,175

ソフト
ウェア

268,846 66,924 － 201,922

合計 1,402,989 558,403 13,080 831,505

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

減損損失
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

車両運搬
具

3,210 481 － 2,728

器具備品 1,130,086 478,448 21,306 630,330

ソフト
ウェア

231,766 41,275 － 190,491

合計 1,365,063 520,205 21,306 823,550

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。

　　　　　　　　　同左 （注）取得価額相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

 

２．未経過リース料中間期末残高相当額等

未経過リース料中間期末残高相当額

２．未経過リース料中間期末残高相当額等

未経過リース料中間期末残高相当額

２．未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 172,146千円

１年超 316,612千円

合計 488,758千円

リース資産減損勘定の

残高
7,206千円

１年内 257,847千円

１年超 575,695千円

合計 833,543千円

リース資産減損勘定の

残高
2,038千円

１年内 249,104千円

１年超   578,933千円

合計 828,037千円

リース資産減損勘定の

残高
4,487千円

（注）未経過リース料中間期末残高相当額は、

未経過リース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定して

おります。

　　　　　　　　　同左 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。

 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額及び減価償却費相当額

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額及び減価償却費相当額

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失

支払リース料 101,045千円

リース資産減損勘定の

取崩額
2,719千円

減価償却費相当額 101,045千円

支払リース料 134,186千円

リース資産減損勘定の

取崩額
2,449千円

減価償却費相当額 132,688千円

支払リース料 209,021千円

リース資産減損勘定の

取崩額
5,439千円

減価償却費相当額 203,582千円

減損損失 1,796千円

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

　　　　　　　　　同左

４．減価償却費相当額の算定方法

　　　　　　　　　同左
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（有価証券関係）

前中間会計期間末（平成18年９月30日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

種類 取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

(1）株式 58,770 75,320 16,549

(2）その他 14,759 15,587 827

合計 73,530 90,908 17,377

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

 中間貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

非上場株式 53,461

当中間会計期間末（平成19年９月30日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

種類 取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

(1）株式 104,302 114,581 10,279

(2）その他 14,759 15,764 1,004

合計 119,062 130,345 11,283

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

 中間貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

非上場株式 53,247
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前事業年度末（平成19年３月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

種類 取得原価（千円）
貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

(1）株式 104,187 117,610 13,423

(2）債券 － － －

(3）その他 14,759 15,633 873

合計 118,947 133,244 14,297

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

 貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

非上場株式 53,411
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（デリバティブ取引関係）

前中間会計期間末（平成18年９月30日現在）

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円）

金利 スワップ取引 741,250 △5,477 △5,477

　（注）　時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

当中間会計期間末（平成19年９月30日現在）

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円）

金利 スワップ取引 126,250 △1,527 △1,527

　（注）　時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

前事業年度末（平成19年３月31日現在）

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円）

金利 スワップ取引 183,750 △2,347 △2,347

　（注）　時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

（持分法損益等）

        該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１株当たり純資産額 188,252.41円

１株当たり中間純利益

金額
10,000.56円

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額 
9,730.70円

１株当たり純資産額 203,846.32円

１株当たり中間純利益

金額
3,149.09円

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額 
3,131.09円

１株当たり純資産額 202,061.86円

１株当たり当期純利益

金額
19,957.27円

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額
18,675.64円

　（注）　１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（千円） 150,008 49,311 303,610

普通株主に帰属しない金額（千円） － － －

（うち利益処分による役員賞与金） (－)  (－) (－)

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円）
150,008 49,311 303,610

期中平均株式数（株） 15,000 15,659 15,213

    

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額
   

普通株式増加数（株） 416 90 1,044

 （うち新株予約権） （216）  （90） （194）

 （うち転換社債型新株予約権付社債） （200）  （－） （850）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

旧商法第280条の19の規

定に基づく新株引受権

（新株予約権の数290

個）

同左 同左
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（重要な後発事象）

前中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

　該当事項はありません。

当中間会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

　該当事項はありません。

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

  該当事項はありません。
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